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健康生きがい権の確立を目指して

健康生きがい開発財団理事⾧
辻 哲夫

本日のお話のあらまし

Ⅰ、「健康生きがい」の概念が重要となっている背景について

Ⅱ、「健康生きがい」という新しい概念について

Ⅲ、 「健康生きがい権」の確立を目指す意義について
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Ⅰ、「健康生きがい」の概念が重要となっているいる背景について

（１）日本は未知の社会に向かっている。
・社会の超高齢化と人口減少【図１】
⇒高齢者は、支える側に回る必要性
維持できる限りの就労を含めて健康寿命が大切

（２）人生１００年の時代を迎えようとしている。
・個人の⾧寿化【図２、３】
⇒誰もが虚弱になる可能性
弱っても終わりではない生き方が大切

（３）戦後生まれの高齢者（団塊の世代以降）の生き方が問われている。
⇒現行の憲法の下で育った初めての高齢者世代
個人の尊重ときめ細かな社会システム（地域包括ケアシステム）が大切（注１）

【図4ー１，２】

【図１】超高齢・人口減少の見通し

○ ６５歳以上人口の割合は、現在世界一で、２０４０年には約３５％。人口は減少。

○ 2040年に向けて、65歳以上人口は歴史上のピークに達し、８５歳以上人口は１００
０万人に達する。高齢者世帯は、一人暮らしと夫婦世帯が中心。
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2000年（実績） 2015年（実績） 2025年 2040年 2050年 2060年

（万人） （万人） （万人） （万人） （万人） （万人）

総人口
1億2,693万人

75歳～
901(7%)

65～74歳
1,303(10%)

40～64歳
4,371(34%)

20～39歳
3,517(28%)

～19歳
2,601(20%)

団塊ジュニア世代
（1971～1974生まれ）

団塊の世代
（1947～1949生まれ）

総人口
1億2,709万人

75歳～
1,632(13%)

65～74歳
1,755(14%)

40～64歳
4,279(34%)

20～39歳
2,844(22%)

～19歳
2,200(17%)

総人口
1億2,254万人

75歳～
2,180(18%)

65～74歳
1,497(12%)

40～64歳
4,163(34%)

20～39歳
2,471(20%)

～19歳
1,943(16%)

総人口
1億1,092万人

75歳～
2,239(20%)

65～74歳
1,681(15%)

40～64歳
3,387(31%)

20～39歳
2,155(19%)

～19歳
1,629(15%)

総人口
1億0,192万人

75歳～
2,417(24%)

65～74歳
1,424(14%)

40～64歳
2,969(29%)

20～39歳
1,904(19%)

～19歳
1,479(15%)

総人口
9,284万人

75歳～
2,387(26%)

65～74歳
1,154(12%)

40～64歳
2,731(29%)

20～39歳
1,700(18%)

～19歳
1,313(14%)
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【図２】日本の高齢化の推移

将来の地域別男女5歳階級別人口（各年10月1日時点の推計人口：2015年は国勢調査による実績値）
出典 国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』（平成30（2018）年推計）から作成

85歳以上の推移

75歳以上の推移

65歳以上の推移

2015年の年齢別人口を100とした時の増加率
（％）

(2030年) 75歳以上 85歳以上
16,322,237 8,306,260人口

(2045年) 75歳以上 85歳以上
22,766,643 9,698,466人口
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助が必要

死亡

出典） 秋山弘子 ⾧寿時代の科学と社会の構想 『科学』 岩波書店, 2010
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(87.9%)(12.1%)

年齢

【図３】日本の高齢者の自立度（多様なパターン）
ー 全国高齢者20年の追跡調査 ー

(10.9%)
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日常生活圏域
（30分でかけつけられる圏域）

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「＜地域包括ケア研究会＞地域包括ケアシステムと地域マネジメント」
（地域包括ケアシステム構築に向けた制度及びサービスのあり方に関する研究事業）、平成27年度厚生労働省老人保健健康増進等事業、2016年

【図４ー１】地域包括ケアシステム：個人の尊重ときめ細かな社会システム
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【図４－２】自助、互助、共助、公助の概念
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Ⅱ、

【図５】ICFの概念の登場
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【図６】生きがいの構造

【図7】「人間の尊厳」「幸福」ということ
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Ⅲ、 「健康生きがい権」の確立を目指す意義について

① 私たち市民が高齢期の「健康生きがい権とは何かということを多面的に考究すること」を
通して、

② 「現在の私たち自身と地域社会にある課題を皆で共有すること」が、
③ 「今後の私たち高齢者のありたい生き方とあるべき社会システム」を実現することに繋

がるのではないか。
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